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資料３



現状と課題・対応の方向性について

現状と課題 対応の方向性

CCU／カーボンリサイクル
• 2030年代の社会実装に向けて、コスト

低減に向けた技術実証、CO2サプライ
チェーンの最適化を進めるとともに、J-ク
レジット、SHK制度などを活用した環境
価値の創出に向けた取組をすすめる。
また、国際的なCO2カウントルール形成
につながる議論への参画を目指す。

CCS

• CCS事業への支援制度の検討を進め
年央に中間整理を行うほか、CCS事業
法に基づく試掘手続き・貯留ルール整
備、コスト低減に向けた技術実証・船
舶設計共通化、貯留適地調査、海外
貯留に必要な二国間の協力関係構築
に向けた対話を進めていく。

CO2回
収・有効
利用・貯

留

CCU／カーボンリサイクル

• 技術開発を加速させ、コスト低減を
図っていく必要がある。また、国際展
開、ＣＯ２サプライチェーン構築、環
境価値なども社会実装に向け検討
が必要である。また、現在の国際
ルールにおいては、カーボンリサイクル
製品の利用時のCO2カウントルール
が明確になっていない。

CCS

• 2030年CCS事業開始に向け、支
援と規制の両面からの市場環境整
備、コスト低減、国内外での貯留適
地開発を進める必要がある。

2

総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
（令和7年6月2日 第69回）資料より抜粋



（参考）CCUSに関する政策的位置づけ
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CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）は、鉄、セメント、化学、石油精製等の脱炭素化が難
しい分野や発電所等で発生したCO2を地中貯留・有効利用することで、電化や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が難
しい分野において脱炭素化を実現できるため、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に不可欠となっている。

第７次エネルギー基本計画（令和７年２月閣議決定）

CCUSは、鉄、化学、セメント、石油精製等の脱炭素化が難しい分野（Hard to Abate）や発電所等で発生したCO2を地中
貯留・有効利用することで、電化や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が困難な分野において脱炭素化を実現できるた
め、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に不可欠であり、取組を進める。

地球温暖化対策計画（令和７年２月閣議決定）

電化が困難な分野においては、天然ガスへの燃料転換、水素等や人工光合成を含むCCUSの活用、CCSへの支援制度の検討、
森林吸収源対策を行う。

経済財政運営と改革の基本方針 2025（令和７年６月閣議決定）

電化が困難であるなど、脱炭素化が難しい分野においては、天然ガスなどへの燃料 転換に加え、水素等（水素、アンモニア、合成
燃料、合成メタン）や CCUS（二 酸化炭素回収・有効利用・貯留）等を活用した対策を進めていく必要がある。

ＧＸ２０４０ビジョン ～脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂～（令和７年２月閣議決定）
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１．CCU／カーボンリサイクルについて



カーボンリサイクルを拡大していく絵姿

⚫ 水素の調達環境や技術成熟度等を踏まえつつ、各製品分野における可能な限り早期の技術確
立、低コスト化、普及を目指し、技術開発や実証を進める。

※市場投入や海外展開を見据え、CO₂削減効果（環境価値）についてLCA等の観点を含め、意識することが重要。
LCA：Life Cycle Assessment（ライフサイクルアセスメント）

（出典）2023年6月策定の「カーボンリサイクルロードマップ」から資源エネルギー庁で一部加筆 5
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（参考）カーボンリサイクル燃料に関する政策的位置づけ

（４）合成メタン等 ①合成メタン

水素とCO2から合成（メタネーション）された合成メタンは、既存のインフラ等を利用できるため、ガスの円滑な脱炭素化に寄与し得
る。合成メタンの市場創出や利用の拡大には、実用化・低コスト化に向けた技術開発と同時に、持続可能な形で投資が継続され
る環境整備を進めることが重要である。合成メタンの製造コストは、CO2回収コストやメタネーションの設備費等が含まれるが、特に、
水素製造コストが大きな割合を占めている。こうしたコストを低減するため、既存のメタネーション技術より生産効率が飛躍的に高ま
る革新的メタネーション技術について、2030年の基盤技術の確立、2040年代の大量生産技術の実現を目指し、引き続き、技
術開発に取り組む。

2030年度において、供給量の１％相当の合成メタン又はバイオガスを導管に注入し、その他の手段と合わせてガスの５％をカー
ボンニュートラル化していくため、これらの導入目標をエネルギー供給構造高度化法の判断基準等に位置付け、その導入コストのうち、
ガスの一般的な調達費よりも割高になる部分は、ガス小売事業者間の公平な競争環境を整備する観点から、託送料金原価に含
めることができる仕組みを構築する。また、これらを踏まえ、地球温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公
表制度における排出係数への反映や合成メタンの排出削減価値に係る第三者認証機関に求める具体的な要件の検討を行うな
ど、必要なカウントルールの整備等を行う。

合成メタンやバイオガスの導入などの様々な手段を組み合わせ、2050年の都市ガスのカーボンニュートラル化を実現するため、特定の
事業者のみならず、全国の都市ガス事業者により、日本全体として都市ガスのカーボンニュートラル化を推進するという視点から、必
要な制度等の在り方について検討を行う。

（５）合成燃料

合成燃料は既存の内燃機関や燃料インフラが活用できること、化石燃料と同等の高いエネルギー密度を有することがメリットであ
る。自動車分野では、ｅ－ガソリンやｅ－ディーゼル、船舶分野ではｅ－メタノール、航空分野ではe-SAFとしての活用が期待
される。2030年代前半までの合成燃料商用化を目指し、NEDO等と連携しながら実施する研究開発や国内事業の組成、出
資等による海外事業への参画、国際的な対話を通じた環境価値創出やビジネスモデルの構築など、商用化に向けた必要な取組
を進める。

第７次エネルギー基本計画（令和7年2月閣議決定）
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○電化・燃料転換

天然ガスなどへの燃料転換に加え、水素等（水素、アンモニア、合成燃料、合成メタン）やCCUSなどを活用した対策を進めていく。

○航空分野の脱炭素化

航空分野の脱炭素化に向けて、①持続可能な航空燃料（SAF：Sustainable aviation fuel）の導入促進、②管制の高度
化による運航方式の改善、③機材・装備品等への新技術導入、④空港施設・空港車両の省エネ化等の促進、⑤空港の再エネ拠点
化等を促進し、官民連携の取組を推進する。

地球温暖化対策計画（令和7年2月閣議決定）

GX2040ビジョン（令和7年2月閣議決定）

1)カーボンリサイクル燃料

カーボンリサイクル燃料は既存のインフラや内燃機関を活用可能であるため、脱炭素化に向けた投資コストの抑制ができ、原料の多
角化によるエネルギーの安定供給に資する。カーボンリサイクル燃料の商用化まではバイオ燃料の導入拡大を推進する。合成燃料、
SAF 、合成メタン、グリーンLPG の導入拡大に向けて必要な制度等を整備するとともに、グリーンイノベーション基金等を活用し、実
用化・低コスト化に向けた研究開発支援を行う。

（参考）カーボンリサイクル燃料に関する政策的位置づけ
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（参考）化学品に関するカーボンリサイクルの政策的位置づけ

CCUの中でもカーボンリサイクルは、CO2を資源として捉え、鉱物化や人工光合成等により素材や燃料等へ再利用することでCO2
排出抑制が可能となる。我が国としては、「カーボンリサイクルロードマップ」を踏まえて、技術開発・社会実装、国際展開、CO2サプラ
イチェーン構築を推進していく。

② 化学

2050年のカーボンニュートラルの実現に向け、ナフサ分解炉の熱源や石炭火力等の「燃料転換」、ナフサ由来の原料から転換する
「原料転換」の取組を着実に進める。その際、グリーンイノベーション基金を活用して開発している新技術の社会実装も進め、既存
のサプライチェーンの枠を超えて、ＧＸ製品を創出可能となる強靭なサプライチェーンに転換し、マーケットイン型の化学品の供給
を更に推進する。これらを通じて、自動車や半導体産業などを含むバリューチェーン全体の価値を向上させていく。

第７次エネルギー基本計画（令和7年2月閣議決定）

GX2040ビジョン（令和7年2月閣議決定）

（６）鉄鋼、化学、紙パルプ、セメント等の排出削減が困難な多排出産業

鉄鋼、化学、紙パルプ、セメント等の産業は、排出削減が困難な多排出産業である一方で、我が国製造業を支える基幹産業である。
こうした産業の脱炭素化を進めつつ、産業競争力を強化していくため、グリーンイノベーション基金に基づく研究開発の成果を実装し
ていくとともに、従来の高炉・転炉から大幅に排出を削減する革新的な電炉への転換や、水素を活用した製鉄プロセスの導入、ナフサ
由来の原料からの原料転換（バイオエタノールや廃プラスチック等からの化学品製造）、安定的に調達できる木質パルプを活用し
たバイオリファイナリー産業への事業展開（バイオエタノールやセルロース製品等の製造）等を促進する。あわせて、これらの産業におけ
る石炭等を燃料とする自家発電設備・ボイラー等において、大幅な排出削減に資する燃料転換を進める。加えて、AI ・ロボティクスな
どのデジタル技術の活用により産業の高度化を進めていく。
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（参考）鉱物化・CO₂吸収コンクリートに関する政策的位置づけ

GX2040ビジョン（令和7年2月閣議決定）

3)CO2削減コンクリート等

2030年頃までに新たな製造技術の確立やCO2 固定量の評価手法についてのJIS／ISO 化を推進するとともに、CO2 の地
産地消を想定したCO2 サプライチェーンの構築を検討する。また、CO2 吸収量について、温室効果ガスインベントリへの反映やJｰ
クレジット方法論の検討も進める。さらに、2030 年代以降の普及を見据え、現場導入が可能な技術から国の直轄工事等での試
行的適用を推進し、将来的な公共工事での調達義務化も視野に課題の検証を行う。

④ ブルーカーボンその他の吸収源に関する取組

CO₂吸収型コンクリートによる温室効果ガスの吸収・固定量の算定方法については、一部を除き確定していないことから、これらの
算出方法を確立し、我が国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）への反映を進めるとともに、技術開発、J-クレジット
化の検討、地球温暖化対策推進法に基づく政府実行計画等に基づく公共調達による販路拡大により、2030年には、既存コンク
リートと同価格を目指す。新技術に関する国土交通省データベース（NETIS）による建設事業者、地方公共団体等への周知、
2025年日本国際博覧会での導入等により、国・地方公共団体による公共調達を拡大することを目指す。また、将来的な公共工
事での調達義務化も視野に、生産性、安全性、費用対効果等の検証を進める。

（a）J-クレジット制度の活性化

Ｊ－クレジット制度は、信頼性・質の高いクレジット制度として認知されており、2050年ネット・ゼロの実現を目指す上でも必要な制
度である。（中略）2050年ネット・ゼロの実現に向けて、ますますその重要性が高まっている炭素除去・吸収系のクレジットの創出・
活用を促進するため、森林の所有者や管理主体への制度活用の働きかけを進め、森林経営活動に由来するＪ－クレジットの創出
及び活用拡大を図るほか、CO2吸収型コンクリート等のＪ－クレジット化の検討を進める。

地球温暖化対策計画（令和7年2月閣議決定）
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（１）①【燃料／合成燃料（e-fuel）】の商用化に向けたロードマップ

⚫  合成燃料については、合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会にて2023年６月に以
下のロードマップを策定。 

⚫ これに基づき、各政策を推進している。



（１）②【燃料／合成メタン】都市ガスのカーボンニュートラル化に向けて

⚫ 我が国における都市ガスのカーボンニュートラル化に向けて、合成メタン（e-methane）やバイ
オガスの市場創出・利用拡大が必要であり、持続可能な形で投資が継続される環境の整備を図る。

⚫ このため、本年３月に2030年度における合成メタン等の供給目標に向けて、高度化法における目
標設定や託送料金制度の活用といった規制・制度の枠組みを整理。本年夏頃の関係法令の施行を目
指すとともに、着実に制度を運用する。

⚫ また、 2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、全国の都市ガス事業者により、日本全体
として都市ガスのカーボンニュートラル化を推進していくという視点からの検討が必要。2027年
３月までに実施するガスシステム改革の検証における議論も踏まえ、対応の在り方を検討する。
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2025年３月19日 第37回 ガス事業制度検討ワーキンググループ
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（２）【化学品】CO2等を用いたプラスチック原料等の技術開発

【研究開発項目４】
アルコール類からの化学品製造技術
の開発

• メタノール等からエチレン、プロピレ
ン等のオレフィンを製造(MTO)す
る触媒収率を向上(80～90%) 。

• 人工光合成については、高い変換
効率と優れた量産性が両立できる
光触媒を開発し、実用化を目指す。

光触媒パネルの大規模実証

MTO実証

【研究開発項目３】
CO2からの機能性化学品製造技術の
開発

• ポリカーボネートやポリウレタン等の機
能性化学品を合成する際に、一部
化石由来原料のCO2代替を目指す。

• 電気・光学・力学特性等の機能性
向上にも取り組む。

高機能ポリカーボネート
（カメラレンズ）

【研究開発項目２】
廃プラ・廃ゴムからの化学品製造技
術の開発

• 廃プラ・廃ゴムからエチレン、プロピ
レン等のプラスチック原料を製造
する技術を確立。

• 収率60～80%で製造し、さらに
製造時に排出するCO2も従来の
半分程度を目指す。

廃プラ熱分解油
（プラ原料）

【研究開発項目１】
熱源のカーボンフリー化によるナフ
サ分解炉の高度化技術の開発

• 現行はナフサ分解炉から発生する
オフガス(メタン等)が熱源。

• 本事業では、ナフサ分解炉の熱
源をカーボンフリーであるアンモニ
アに転換する世界初の技術を開
発する。

約850℃でナフサ熱分解してい
る炉の熱源をアンモニアに転換

【CO2排出の７割程度削減を目指す】 【CO2排出の半減程度削減を目指す】

【CO2原料化を目指す】 【グリーン水素とCO2から製造】

• プラスチック原料のほとんどは石油精製で得られるナフサ由来であり、化学産業から排出される

CO₂の約半分がナフサを分解してエチレン、プロピレン等の基礎化学品を製造する過程等に起因。

• 廃プラスチックの約60%がゴミ焼却発電等の熱源として利用（サーマルリサイクル）され、最終

的にはCO₂として排出されているため、抜本的な対策が必要。

出典：2024年6月20日 第22回 産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会エネルギー構造転換分野ワーキンググループから抜粋



⚫ コンクリートは大規模に長期間利用されるため、CO₂を用いたコンクリートの普及はカーボンニュートラル実現に大

きく貢献。 ＧＩ基金を活用し、「CO₂排出削減・固定量最大化コンクリート」の開発、コンクリート内CO₂量の

評価及び品質管理手法の確立、標準化に取り組む。

⚫ 社会実装を加速するため、関係省庁とも連携し、現場実証への積極的展開等を通じ技術開発を加速させるとと

もに、普及段階を見据えた取組を推進。

土木工事の脱炭素アクションプラン
（令和7年4月21日国土交通省公表）現場実証を活用した技術開発の推進

（３）【鉱物／コンクリート】CO2吸収型コンクリートの社会実装に向けた取組
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（４）①大阪・関西万博でのカーボンリサイクルの取組み

⚫ 大阪・関西万博では、カーボンリサイクル技術について様々な実証が行われており、世界に我が国の先進的な技

術の情報発信の場として活用している。

⚫ また、カーボンリサイクル産学官国際会議や関連する閣僚会合（持続可能燃料閣僚会議、水素閣僚会議）

を大阪で開催し、こうした技術の今後の普及拡大に向けた取組につなげていく。
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（４）②第7回カーボンリサイクル産学官国際会議

⚫ カーボンニュートラル実現のキーテクノロジーであるCCU/カーボンリサイクルの社会実装に向けて、世界

が技術開発・実証に取組んでいくことを確認するとともに、参加国間の協力関係を強化する議論を行

う場として、毎年開催。

⚫ 本年は、GXウィークにおける関係閣僚会合とも連携し、大阪・関西万博で活用されているカーボンリ

サイクル技術を国内外の研究者にも発信し、技術の進展を発信する場として活用していく。

参考：第６回開催概要

• 日時：2024年10月11日（金）

• 会場：ウェスティンホテル東京＋オンライン

• 竹内政務官をはじめ、 27か国・地域から約840名が参加。

• 各国の政策、ビジネス・投資、研究開発動向についてパネル
ディスカッションを行ったほか、カーボンリサイクル技術に関
するポスター展示、世界の専門家と学生の交流会などを実施。

第７回開催概要

• 日時：2025年9月下旬～10月上旬（予定）

• 会場：大阪

• 主催：経済産業省／NEDO

• 各国の政策、ビジネス・投資、研究開発動向につ
いて、パネルディスカッション、ポスター展示等
を予定。

• 官民向けエクスカーションを実施し、万博会場で
活用されているカーボンリサイクル技術について
視察する予定。



⚫カーボンリサイクルは、 CO₂を資源として捉え、鉱物化や人工光合成等により素材や燃料等へ再利用することでＣ
Ｏ２排出抑制が可能な取組であるが、既存製品比べ、総じてコストが高い。コスト低減に向けて、技術開発を加速
するとともに、今年度は大阪・関西万博を活用した現場実証、情報発信を実施。

⚫今後、CCSの導入によるCO2分離・回収設備などのインフラ整備の進展、新たなCO2分離回収方法の確立をす
ることで、CO₂の調達コストが低減していくことを目指す。（分離回収コスト2,000円台/ｔ-CO2を目指す）また、
社会実装に向けて、CO₂排出事業者と利用者を連携させ、CO₂等のサプライチェーン構築の検討を図っていく。

⚫環境価値の創出にむけて、Jｰクレジットの方法論策定やＳＨＫ制度なども活用した取組を進める。

（５）カーボンリサイクルの研究開発と社会実装に向けた取組

カーボンリサイクル技術の
実用化に向けた取組

産業間連携、環境価値の創出

⚫ 舞鶴火力発電所において、固体吸収法の実証
試験中であり、今年度までに小規模設備での
技術確立の見通しを得る。

⚫ 商業化されている化学吸収法による分離回収コ
ストに比較し、固体吸収法により、商用機レベ
ルでの分離回収コストの大幅削減を目指す。
(2000円台/t-CO2を目指す)

⚫ さらに、膜分離技術など技術開発を進め、低コ
スト化を図る。

CO₂分離回収技術の大型化・低コスト化

⚫ 実証研究拠点を整備し、10プロジェクトを実
施し、産学連携した技術開発を加速。令和
６年度からは、拠点と連携した人材育成も
開始。

⚫ また、グリーンイノベーション基金などを活用
し、技術開発を集中的に支援。社会実装を
見据え、大阪・関西万博を活用した現場実
証を実施。データ取得や情報発信を加速さ
せる。

⚫ 個別技術の開発と併せて、回収～利用までのシ
ステム全体での最適化がリスクやコストの低減
にも貢献するため、CO₂サプライチェーンの構築
に向けて検討していく。

⚫ 併せて、J-クレジットやSHK制度などを活用し、
カーボンリサイクルの環境価値の創出にも取り
組む。
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⚫ グリーンイノベーション基金を活用し、コンクリート等製造、燃料製造、プラスチック原料製造、バイオものづくり、
CO₂分離回収の5プロジェクトを組成。予算規模は合計で約5,961億円。
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（５）①-1 グリーンイノベーション基金を活用したカーボンリサイクル技術開発

コンクリート製造技術※

• CO₂削減量の最大化・用途拡大・低コスト化が課題。
→ CO₂排出削減・固定量最大化コンクリートの開発

セメント製造※

• 石灰石からセメントを製造する工程でCO₂が必然的に発生。
→ 石灰石由来のCO₂を全量近く回収する、セメント製造プロセス

を開発

持続可能な航空燃料
（SAF:Sustainable Aviation Fuel）
• 国際航空輸送分野でのSAFの活用は必要不可欠。
→ SAFの製造技術（ATJ）を開発、製造コスト

100円台/Lを目指す。

合成燃料
• 電化が困難なモビリティ等の脱炭素化には、合成燃
料の社会実装がカギ。
→ 製造プロセス全体のさらなる高効率化等

合成メタン
• ガス体エネルギーの脱炭素化が課題
→ 高効率なメタン合成（水電解反応とメタン合

成反応の一体化）

グリーンLPG
• 非化石燃料由来のLPガス合成技術の確立が必須。
→ グリーンなLPガス生成の基盤技術となる触媒

や合成方法等

• 分離回収に必要なエネルギーコストの低減が課題。

→ 分離素材の革新により、低コスト化、国際競争力の強化を図る。

• 化学産業からのCO₂排出の約半分
は、ナフサ分解プロセス（エチレン、
プロピレン等の基礎化学品製造）。
→ グリーン水素とCO₂からの化学

品製造技術（人工光合成）、
熱源のカーボンフリー化による
ナフサ分解炉技術等を開発

• ゲノム改変技術とデジタルとの融合により、製品が拡大。
→ 微生物設計プラットフォーム技術の高度化、微生物の開発・改

良および微生物等による製造技術の開発・実証等（CO₂を直
接原料とする水素細菌などによるバイオものづくり）

新規アミン吸収剤の開発例
必要ｴﾈﾙｷﾞｰ

約1/3を実現

CO2を吸収する混和材

※実施事業者を採択済：1.（2022/4/19）; 2.（2022/2/18）; 3.（2022/1/28）; 4.（2023/3/22）; 5.（2022/5/13）

3. コンクリート/セメント※1. カーボンリサイクル燃料※ 2. 化学産業※

4. バイオものづくり※光触媒パネルの大規模実証

5. CO₂分離回収技術※



⚫大崎クールジェンプロジェクトの隣接地で運営するCR実証研究拠点には、CO2分離回収付きIGCC
の実証試験で回収されたCO2を供給し、10件のカーボンリサイクルの技術開発・実証を集中的に実
施。（2025年5月現在、10プロジェクトを実施。）2022年9月に開所以来、2000名以上の国内
外の研究者、関係者が来訪し、人材育成や関係者の交流拠点としても活用。
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https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/

藻類研究エリア
(1事業)

基礎研究エリア
(６事業)

実証研究エリア
(3事業)

広島で開催されたカーボンリサイクル産学官国際
会議（2023年9月）やIEATCP（ICSC・
GHG）主催のカーボンマネジメントワークショップ
（2025年3月）に合わせて、海外のCCUS事業
者等が訪問。入居事業者と意見交換を実施。

（５）①-2 カーボンリサイクル（CR）実証研究拠点について

海外CCUS拠点との連携

CR人材の育成を目的として、NEDO事業の一環
で広島大学が「カーボンリサイクル特別講座」を開
設。講座の一環としてCR拠点の視察、意見交換
を実施。

広島大学による人材育成プログラムとの連携

事業スケジュール ‘20 ‘21 ‘22 ‘23 ‘24 ‘25 ’26 ‘27 ‘28 ‘29 ‘30 ’ 3 1 以 降

カーボンリサイクル実証研究拠点

大崎クールジェンPJ(参考)

拠点の整備 拠点の運営、基礎・実証研究

CO2分離回収付IGCC技術等の確立

CO₂供給

商用化へ（松島火力のレトロフィット）

CO₂供給源の要確保

https://osakikamijima-carbon-recycling.nedo.go.jp/


⚫ カーボンリサイクルの社会実装を進めるためには、CO₂排出者と利用者を連携させる産業間連携、すなわちCO₂等のサ
プライチェーン構築が必要。産業間連携などを通じて、CO₂の流通規模を大きくすることで、将来的なコスト低減も期待。
また、CO₂削減効果の最大化や新たな産業育成による地域活性化にも繋がる可能性もある。 

⚫ カーボンリサイクルロードマップにおいても、既に大規模産業集積型やオンサイト型は具体的な取組が行われていることか
ら、中小企業分散型について深掘りしていく必要性に言及。
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（５）②産業間連携事業の方向性

NEDO交付金事業において実現可能性調査 GI基金において対応今後の検討対象へ
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（５）③カーボンリサイクルに関する環境価値創出に向けた取組

SHK制度 Jｰクレジット その他の取組

合成燃料

●合成燃料の国内導入状況を踏
まえて、排出削減価値をＳＨＫ
制度上で主張可能とする方法を
検討予定。

ー

●クリーン燃料証書制度について、
2025年度においては、2026年度の実
証開始に向けて、証書制度の運営体
制構築や規程類整備に向けた検討等
の準備を行う。

e-メタン

●原排出者と利用者間の合意に
より、排出削減価値が移転するカ
ウントルールについて、2025年度
報告(2024年度実績)から適用。

ー

●クリーン燃料証書制度について、
2025年度においては、2026年度の
実証開始に向けて、証書制度の運営
体制構築や規程類整備に向けた検討
等の準備を行う。合成メタンなど気
体燃料も実証の対象に追加。

化学品 ー ー
●化学産業のサプライチェーン全体の
CFP算定に関するガイドラインを日本化
学工業会 が2023年2月に策定。

鉱物
(コンクリート等)

ー

●コンクリート製造に伴うCO2吸収
分をJ-クレジット化すべく、方法論を
検討中であり、今年度中の方法論
策定を目指す。

●コンクリート中に固定されたCO2量の
評価手法をJIS化、ISO化を目指す。
JIS化は今年度中に原案作成し、ISOに
ついても2027年度の策定を目指す。

⚫ CCUはバリューチェーン全体で考えた際にCO2削減効果を発揮する一方で、化石燃料由来の従来製品より高い

製造コストをその製品がもつ環境価値等により埋めていくビジネスモデル構築も必要。

⚫ 他方で、製品毎にCO2の固定期間や産業構造も大きく異なることから、分野毎に異なるアプローチが検討されて

いる。



⚫ 令和5年12月から「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における算定方法検討会」において、カーボンリ
サイクル製品のCO2排出のカウントルールについて本格的に検討が開始。

⚫ 現状のルールは排出者が排出計上することとなっており、カーボンリサイクル燃料等のカーボンリサイクル製品の
利用者が排出計上する必要がある。このため、現状のルールでは、カーボンリサイクル製品の活用が進まないお
それがある。

⚫ このことから、CO2回収による価値を原排出者や利用者に移転していくこととし、その中でカーボンリサイクル燃料
については、原排出者と利用者間で排出削減価値の移転を合意されていることを前提として削減価値を移転
することが可能となるよう制度整備を実施。

（参考）SHK制度上に基づくカーボンリサイクル燃料の整理

（出典）第13回メタネーション推進官民協議会（資料４ 環境省説明資料）を基に作成

＜現行のSHK制度ルール＞ ＜カーボンリサイクル燃料関連の新たな制度＞
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（参考）合成燃料におけるクリーン燃料証書制度の段階的な立ち上げ

⚫ 次世代燃料の導入促進に向けては、その環境価値を適切に主張するための制度を早期に構築

する必要があるが、次世代燃料の導入量や、GHG Protocol等の国際動向については一定の

不確実性が存在する状況。

⚫ そのため、証書制度の導入にあたっては、2025年度の実証を皮切りに、段階的に立ち上げを検

討していく。

第1段階（実証）

✓ 運営体制の整備、規定類の作成、関係
者のフロー確認等を目的として実施

✓ ETBE・合成燃料サンプルを活用した
少量実証

✓ 2025年度~26年度に実施

第2段階（本格稼働）

✓ 第1段階の実証結果や、GHG Protocol 
改訂状況等を踏まえ、制度の本格稼働
の是非について検討（2026年末目
途）

✓ バイオ燃料、合成燃料、廃棄物由来燃
料等の、全ての次世代燃料（液体）を
対象

✓ 燃料製造/供給事業者と、燃料の直接
利用者のみが取引に参加可能

✓ 事業者間の相対取引にのみ対応
✓ SHK制度等の国内制度・規制に対応
✓ 2027年度以降に検討

第3段階（拡張・発展）

✓ 第2段階の稼働状況を踏まえ、
制度の拡張・発展余地について検討
【検討事項の例】
• 価格公示機能の強化、取引活性

化に向けた措置（取引所取引、
マッチングアルゴリズム、デリ
バティブの導入等）

• 次世代燃料（液体）以外の燃料
への拡張

• 燃料×証書モデルの国際訴求・海
外展開

• 海外制度・イニシアティブ対応
の強化（GHG Protocol, SBTi, 
CDP等）

✓ 2027年度以降、必要に応じて検討

クリーン燃料証書制度の
段階的発展

2025年3月25日 第18回 資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会



⚫ 環境省が毎年発表する「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2024年4月公表）において、
環境配慮型コンクリートの製造時に利用したCO2を2022年度分から吸収量として世界で初めて
計上。（2022年度～2023年度分、合計148トンを吸収量に計上）コンクリート製造に伴うCO2
吸収分をJ-クレジット化すべく、方法論を検討中であり、今年度中の方法論策定を目指す（調整
中）。

⚫ また、GI基金を活用し、コンクリート中に固定しているCO2量に係る評価手法を策定しており、JIS化、
ISO化に向けて、原案を策定中。

（参考）コンクリート分野におけるJ-クレジット化に向けた動き

23

温室効果ガスインベントリ報告書にコンクリート製造時に利用したCO₂を吸収量として計上 （合計約121トン，2023年度）

（出典）環境省：2023年度温室効果ガス排出量及び吸収量（2025年4月公表 ）を基に作成



⚫ 2024年１月、トルコ共和国・イスタンブールにおいて、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第60回総
会が開催され、第７次評価報告書（AR7）サイクルで作成する成果物及びスケジュール等について議論。

⚫ 2027年までに二酸化炭素除去（CDR）技術・炭素回収利用及び貯留（CCUS）に関する専門家会合を
開催し、方法論報告書等を作成すること等が決定。

（参考）気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

R6.2開催 文部科学省「気候変動に関する懇談会（第7回）」資料3より抜粋 24
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２．CCSについて



日本でのCCSのこれまでの取組

アジアCCUSネットワークに基づく
国際的な事業環境整備の推進

分離回収
技術開発

貯留
大規模実証

貯留適地
調査

国際協力

液化CO2船舶輸
送実証

苫小牧における
CO2圧入30万トンの実績(2016-2019年)

大容量での長距離船舶輸送
に向けた実証

低コスト化に向けた
新たな分離回収手法の開発

11地点160億トンの
貯留ポテンシャルの確認
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第6次エネルギー基本計画（2021年10月閣議決定）

CCS長期ロードマップ最終とりまとめ（2023年3月）
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⚫ CCSは、鉄、セメント、化学、石油精製等の脱炭素化が難しい分野や発電所等で発生したCO2を地中貯留することで、電化
や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が難しい分野において脱炭素化を実現できるため、エネルギー安定供給、経
済成長、脱炭素の同時実現に不可欠となっている。

⚫ これまで、貯留適地調査や、分離回収・輸送・貯留の各段階での技術開発・実証、国際的な取組などにより、国内外でCCSを
行うための制度整備や、CCSバリューチェーン全体でのビジネスモデル検討が開始できる段階まで取組が進捗。

⚫ 今後は、2026年頃の投資決定と時間軸を合わせ、諸外国の支援措置も参考に、事業者の円滑な参入・操業を可能とする
支援制度の在り方について検討し、2030年代初頭からの事業開始を目指す。

⚫ また、2040年に向けては、高い予見性の下で自立的に新たなCCS事業を開始できるよう、先進的CCS事業で得た知見の横
展開や、さらなるコスト低減、貯留量確保が必要となる。

～2
0
4
0

年

C
C
S

事
業
の
本
格
展
開
期
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ＣＣＳは、ＧＸ推進戦略において２０３０年までの事業開始に向けた事業環境を整備することとしている。２０２４年５月には、貯留事業の許可制
度等を定めたＣＣＳ事業法が成立しており、今後は「ＣＣＳ長期ロードマップ」も踏まえて具体的な取組を進めていく。

一方で、ＣＣＳ事業は世界的にも予見可能性が低いため、欧米ではＣＣＳに要する費用とＣＯ２を排出した際の対策費用のコスト差に着目した支援
や比較的高い補助率での支援措置を講じている。政府による支援により、ＣＣＳを先行的に事業化することで、ＣＣＳ事業の自立化を図るとともに、
コスト競争力のあるＣＣＳバリューチェーンを構築することが可能となる。

我が国でも、「先進的ＣＣＳ事業」に対し試掘等の貯留地開発やＣＣＳバリューチェーン全体への一体的な支援を行い、２０３０年までに年間貯留量
６００～１，２００万トンの確保に目途を付けることを目指している。今後、諸外国の支援措置や「先進的ＣＣＳ事業」を通じて得た知見等を踏まえ、
我が国の地理的状況やエネルギー政策の方向性に合致する形で、継続的なコスト低減や事業者間競争を促す視点も含めて、事業者によるＣＣＳ事業
への投資を促すための支援制度を検討していく。その際、ＣＣＳの分野別投資戦略を踏まえた投資促進策の検討や、ＧＸ－ＥＴＳやＪ－クレジット、
長期脱炭素電源オークションなど他の制度との連携、エネルギー・ＧＸ産業立地の議論との連携を考慮していく。

こうした支援制度により先行してＣＣＳ事業を立ち上げ、我が国に世界的な競争力のあるＣＣＳバリューチェーンを構築することで、日本企業にＣＣＳ
環境を提供し、鉄、化学などの脱炭素化が難しい分野の国際競争力維持とエネルギーセクターの脱炭素化を図るとともに、日本のＣＣＳ関連企業が
各国のＣＣＳ事業の受注で優位に立つことが可能となることを目指す。

また、ＣＣＳ事業の自立化に向けたコスト低減を進めるべく、分離回収分野では排出ガス中のＣＯ２濃度や圧力を踏まえた最適な技術の開発、輸送
分野では船舶の大規模化に向けた最適なタンク設計などの船舶輸送技術確立、貯留分野では低コストなモニタリング技術の導入を目指した国内外で
の実証を進める。 

さらに、ＣＣＳ事業の拡大には、２０５０年カーボンニュートラルに向けた意義、科学的根拠に基づく安全性等について地域の理解を得つつ進めることが重
要であり、引き続き理解促進に取り組むとともに、２０４０年に向けた貯留量拡大を見据え、貯留層のポテンシャル評価等の貯留地開発を推進する。 

貯留量確保の観点では、海外には、枯渇油田ガス田を始め既に貯留先としての可能性が明らかな地域があるため、我が国の技術も活用する形で我が国
のＣＯ２を海外で貯留することも条件が整えば有力な選択肢であり、関係国との具体的な対話や、将来的な貯留権益確保を目指した相手国との共
同調査を、順次実施していく。また、資源国では、政府から石油天然ガスの上流開発時のＣＣＳ実施が求められる事例も出てきており、エネルギー安定供
給確保の観点からも海外ＣＣＳへのＪОＧＭＥＣによるリスクマネー供給等を行う。加えて、海外でのＣＣＳに付加価値を付けるため、ＣＣＳ事業での
二国間クレジット制度（ＪＣＭ）活用に向けたパートナー国との協議や、ＣＣＳ事業による温室効果ガス排出量削減の方法論確立等の環境作りを進め
ていく。

（参考）CCSに関する政策的位置づけ
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第７次エネルギー基本計画（令和７年２月閣議決定）



ＣＣＳは電化や水素等を活用した非化石転換では脱炭素化が困難な分野において脱炭素化を実現できるため、エネルギー安定供給、経
済成長、脱炭素の同時実現に不可欠となっている。

一方で、現状では、ＣＣＳ事業は世界的にも予見可能性が低く、欧米ではＣＣＳに要する費用とＣＯ２を排出した際の対策費用のコス
ト差に着目した支援措置等を講じている。今後、諸外国の支援制度等を踏まえ、ＣＣＳの分野別投資戦略との連携を考慮しつつ、ＣＣ
Ｓ事業への投資を促すための支援制度を検討していく。こうした支援制度により２０３０年からＣＣＳ事業を立ち上げ、世界的に競争
力のあるＣＣＳバリューチェーンを構築することで、日本企業にＣＣＳ環境を提供し、脱炭素化が難しい分野の国際競争力維持とエネ
ルギーセクターの脱炭素化を図るとともに、日本のＣＣＳ関連企業の成長を目指す。

また、コスト低減に向けた技術開発や、２０４０年に向けた貯留量拡大を見据えて貯留地開発を推進するほか、我が国の技術も活用す
る形での海外での貯留に関する関係国との対話や、貯留権益確保を目指した相手国との共同調査を、順次実施していく。
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GX2040ビジョン（令和7年2月閣議決定）

（参考）CCSに関する政策的位置づけ



CCS事業に関する世界動向

⚫ CCS事業は、これまでにEORなど資源開発に付随する範囲で成立してきたが、近年欧米では、炭素価格等
の制度と組み合わせた政府支援を受けることで、発電や一般産業でも投資決定に至る事例が出ており、建
設段階のプロジェクトが急増。

⚫ また、欧州・アジアでは、海外からのCO2と合わせて自国のCO2を効率的に貯留すべく、CO2越境輸送に
関する制度整備が進む。

29

世界で稼働中・計画中のCO2回収量
• 2024年には、稼働中・計画中のプロジェクトが

2017年の7倍以上となる約4億トンに。
• 2023年以降は建設段階のプロジェクトが急増。

（出典）GLOBAL STATUS OF CCS 2024（Global CCS Institute）

CCSプロジェクトに関する最近の動向

英国

• CCSコストと炭素価格の差分支援や事業リスク支援について、排出源となる地域クラスター
を指定して実施。24年、政府は2クラスターへ25年間で最大217億￡(4.2兆円)の資
金提供を発表。

• その後、EastCoastクラスターの輸送貯留インフラ(年間400万トン 28年運開)及び
CO2回収事業(火力発電)、HyNetクラスターの輸送貯留インフラ(年間450万トン
28年運開)がFID。

オラ
ンダ

• CCSコストと炭素価格の差分支援について、他技術とのオークション競争を経て支援先を選
定。21年、Porthosプロジェクトへ15年間で最大21億€の資金提供を発表。

• 23年、同プロジェクトの輸送貯留インフラ(年間250万トン 26年運開)がFID。

ノル
ウェー

• 20年、政府はLongshipプロジェクトに対する直接補助10年間で2300億円を決定。
• 24年、同プロジェクトの輸送貯留インフラ（Northern Lights 年間150万トン）の施

設完成。25年、フェーズ2（年間500万トンへ拡張 28年運開）のFID。
• 24年、政府は欧州4か国とCO2越境輸送の二国間合意。

米国
• CO2回収量に応じた税額控除クレジット（85ドル／トン）による支援を実施。
• 25年、58プロジェクトが地下圧入許認可申請（州政府への申請を除く）。

豪州・
アジア

• 23年、豪州はCO2越境輸送に向け国内法改正。24年、韓国とCO2越境輸送協定の
手続き推進に合意。

• 24年、豪Moomba CCSプロジェクト運開（年間170万トン）。
• 24年、インドネシアがCO2越境輸送を含む大統領規則を発効。シンガポールとCO2越境

輸送に関する意向表明書・覚書を締結。
• 25年、マレーシアでCO2越境輸送を含むCCUS法案が可決。シンガポールとCO2越境輸

送に関する協力の覚書を締結。



（参考）欧州でのCCS事業の動向

（引用）エネルギートランジションへの逆風の中、今後欧州はどこに向かうのか（JOGMEC 2025年4月）
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ノルウェー
Northern Lightsプロジェクト フェーズ1英国でFIDに至ったCCS事業



（参考）海外の上流資源開発企業の動向（CCS）

⚫ 世界各地で、石油メジャーがCCSプロジェクトに参画している。

⚫ 他方、オランダのAramisCCSプロジェクトのパイプライン施設からShellとTotal Energiesが出資を撤退
する等、関与するプロジェクトを厳選する動きも見られる。また、Exxon MobilとShellが、シンガポール政府と
協力してコンソーシアムを結成する等、複数社間でCCS事業について協力する動きもある。

31

＜石油メジャーによるCCSプロジェクトへの関与＞

出典：JOGMEC作成資料

• Aramisは、オランダにおい
て、枯渇ガス田を活用して
年間最大2200万トンの
CO2排出を削減することを
目指すプロジェクト。

• TotalEnergies、Shell 
Netherlands、 Energie 
Beheer Nederland (EBN) 、
Gasunieが参加。

• 2026年最終投資決定、
2030年運用開始を目指す。

• Total EnergiesとShellは、
パイプライン施設への出資
を取りやめ。貯留施設の開
発やCO2回収・輸送サービ
ス提供には引き続き関与。

• 2024年、Exxon Mobil 
Asia Pacific社とShell 
Singapore社は、シンガ
ポールにおける排出CO2
の貯留に向けて、シンガ
ポール政府とコンソーシ
アム（S-Hub）を結成。
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２ー１．CCS事業に係る制度について



二酸化炭素の貯留事業に関する法律【CCS事業法】の概要

１．試掘・貯留事業の許可制度の創設、貯留事業に係る事業規制・保安規制の整備

背景・法律の概要

✓ 2050年カーボンニュートラルに向けて、今後、脱炭素化が難しい分野におけるGXを実現することが課題。こうした分野における化石燃料・原料の利用
後の脱炭素化を進める手段として、CO2を回収して地下に貯留するCCS （Carbon dioxide Capture and Storage）の導入が不可欠。

✓ 我が国としては、2030年までに民間事業者がCCS事業を開始するための事業環境を整備することとしており（GX推進戦略 2023年7月閣議決
定）、公共の安全を維持し、海洋環境の保全を図りつつ、その事業環境を整備するために必要な貯留事業等の許可制度等を整備する。

（１）導管輸送事業の届出制度の創設

• CO2を貯留層に貯留することを目的として、 CO2を導管で輸送する者は、経済産業大臣に届け出なければならないものとする。

２．CO2の導管輸送事業に係る事業規制・保安規制の整備

※海洋汚染防止法におけるCO2の海底下廃棄に係る許可制度は、本法律に一元化した上で、海洋環境の保全の観点から必要な対応について環境大臣が共管する。

CO2注入停止

操業中 CO2の注入停止後操業前

業務移管

⚫モニタリング義務
⚫貯留義務、差別的取扱い禁止、料金届出
⚫モニタリング引当金等による資金確保
⚫移管後モニタリング拠出金（JOGMECに拠出）

等

貯留事業者の義務

⚫モニタリング義務 等

JOGMECの業務

移管後

引当金等を取崩し 業務遂行のための費用は
拠出金から支弁

実施計画認可

（参考２）貯留事業に関するフロー

⚫モニタリング義務 等

国の取組

⚫特定区域の指定
⚫事業者の募集
⚫試掘・貯留事業の許可（試掘権・

貯留権の設定） 等

（２）貯留事業者に対する規制

• 試掘や貯留事業の具体的な「実施計画」は、経済産業大臣（※）の認可制とする。

※ 海域における貯留事業の場合は、経済産業大臣及び環境大臣

• 貯蔵したCO2の漏えいの有無等を確認するため、貯留層の温度・圧力等のモニタリング義務を課す。

• CO2の注入停止後に行うモニタリング業務等に必要な資金を確保するため、引当金の積立て等を義務
付ける。

• 貯留したCO2の挙動が安定しているなどの要件を満たす場合には、モニタリング等の貯留事業場の管理
業務をJOGMEC（独法エネルギー・金属鉱物資源機構）に移管することを可能とする。また、移管後
のJOGMECの業務に必要な資金を確保するため、貯留事業者に対して拠出金の納付を義務付ける。

• 正当な理由なく、 CO2排出者からの貯留依頼を拒むことや、特定のCO2排出者を差別的に取扱うこ
と等を禁止するとともに、料金等の届出義務を課す。

• 技術基準適合義務、工事計画届出、保安規程の策定等の保安規制を課す。

• 試掘や貯留事業に起因する賠償責任は、被害者救済の観点から、事業者の故意・過失によらない賠
償責任（無過失責任）とする。

 （１）試掘・貯留事業の許可制度の創設

• 経済産業大臣は、貯留層が存在する可能性がある区域を「特
定区域」として指定※した上で、特定区域において試掘やCO2
の貯留事業を行う者を募集し、これらを最も適切に行うことが
できると認められる者に対して、許可※を与える。

※ 海域における特定区域の指定及び貯留事業の許可に当たっては環境大臣に
 協議し、その同意を得ることとする。

• 上記の許可を受けた者に、試掘権（貯留層に該当するかどうかを確認す

るために地層を掘削する権利）や貯留権（貯留層にCO2を貯留する権利）を
設定する。 CO2の安定的な貯留を確保するための、試掘権・
貯留権は「みなし物権」とする。

• 鉱業法に基づく採掘権者は、上記の特定区域以外の区域
（鉱区）でも、経済産業大臣の許可を受けて、試掘や貯留事
業を行うことを可能とする。

（２）導管輸送事業者に対する規制

• 正当な理由なく、 CO2排出者からの輸送依頼を拒むことや、特定のCO2排出者を差別的に取扱うこと等を禁止するとともに、料金等の届出義務を課す。

• 技術基準適合義務、工事計画届出、保安規程の策定等の保安規制を課す。

遮へい層（泥岩など）
CO2を通さない地層

貯留層（砂岩など）
CO2の貯留に
適した地層

（岩石中の隙間に貯留）

CO
2

CO2

（参考１）CO2の貯留メカニズム

（出典）日本CCS調査（株）資料（資源エネルギー庁にて一部加工）

令和６年５月成立
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CCS事業法の施行時期

2024年 2025年 2026年

＜5/17＞

成立

＜5/24＞

公布

＜STEP１：探査の施行＞
（時期）2024年８月５日施行
（内容）探査の許可制（規制対象

となる探査の方法、申請手
続等）

＜STEP３：貯留事業・導管輸送事業の施行＞
（時期）公布から２年以内（2026年５月23日まで）
（内容）特定区域（貯留事業）の指定、貯留事業の許可制、

貯留事業実施計画の認可制、貯留事業に係るモニタリング・保安・無過失責任、
JOGMECへの移管、導管輸送事業の届出制、導管輸送事業に係る保安、
貯留事業・導管輸送事業に係るサードパーティアクセス等

＜STEP２：試掘の施行＞
（時期）2024年11月18日施行
（内容）特定区域（試掘）の指定、試掘の許可制、

試掘実施計画の認可制、試掘に係る保安・無過失責任、
試掘の許可申請等に要する手数料等



CCS事業法における特定区域制度と試掘許可制度

⚫ CCS事業法では、経済産業大臣が、貯留層が存在し又はその可能性がある区域を「特定区域」として指定し、そ
の区域において試掘を行おうとする者を公募・選定し、試掘の許可（試掘権の設定）をする。

⚫ なお、特定区域の指定と試掘者の選定にあたり、地質等の有識者から技術面に関して助言を得る。

特定区域の指定の要件
① 貯留層が存在し、又は存在する可能性があること。

⇒ 技術面から有識者より助言を聴取する。

② CO2貯蔵により公共の利益の増進を図るためには、
事業者を募集し試掘を行わせる必要があること。
⇒ 我が国の地理的状況やエネルギー政策の方向

性に合致し、関係者の理解が一定程度進み、
健全な形でCCS事業の実施見込みがあるか。

許可基準
以下の基準を満たす応募者の中から、実施要項の評価基準に照ら
して最も適切な者を試掘者として選定する。

① 経理的基礎、技術的能力及び十分な社会的信用を有す
ること。

② 欠格事由に該当しないこと。
③ 他人が行う貯留事業・試掘又は鉱業の実施を著しく妨害し

ないこと。
④ 公共の福祉に反するものでないこと。
⑤ 公共の利益の増進に支障を及ぼすおそれがないこと。
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※海域における特定区域の指定をしようとするときは、あらかじめ環境大臣に協議し、その同意を得る。 35



二酸化炭素地中貯留評価検討会の概要・検討経過
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• 「二酸化炭素地中貯留評価検討会」では、CCS事業法に基づいて適切に試掘や貯留事業を進める
ために必要な技術面での助言を得ることとしている。

• 本検討会の助言を踏まえ、これまでに、北海道苫小牧市沖における特定区域指定などを実施。

＜二酸化炭素地中貯留評価検討会委員名簿＞

委員長 松岡 俊文
京都大学 名誉教授
公益財団法人深田地質研究所 顧問

委員 伊藤 慎 千葉大学 名誉教授

委員 徂徠 正夫 
国立研究開発法人産業技術総合研究所
地圏資源環境研究部門 首席研究員

委員 遠田 晋次
東北大学 
災害科学国際研究所陸域地震学・
火山学研究分野 教授

委員 德永 朋祥
東京大学大学院 
新領域創成科学研究科環境システム学専攻 教授

委員 長縄 成実
秋田大学大学院 
国際資源学研究科 資源開発環境学専攻 教授

委員 村田 澄彦
京都大学大学院
工学研究科社会基盤工学専攻 教授

オブザーバー
独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構、環境省水・大気環境局
海洋環境課、経済産業省大臣官房産業保安・安全グループ鉱山・火薬
類監理官付、公益財団法人地球環境産業技術研究機構

回 開催日 概要

第１回
令和６年
12月19日

➢ CCS事業法に基づく試掘の実施
に向けた特定区域の指定に向けて、
指定の技術的要件についての基
本的な考え方を議論。

第２回
令和７年
１月24日

➢ 特定区域の候補区域に関して、
技術的助言を聴取。

第3回
令和７年
５月30日

➢ 特定区域指定された北海道苫小
牧市沖における試掘計画について、
技術的助言を聴取。

＜開催経過＞（敬称略）



北海道苫小牧市沖における試掘に向けた特定区域指定
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⚫ 苫小牧市沖では、近隣の発電所と製油所からのCO2年間約200万トンを地中貯留する事業が計
画されており、本年２月に特定区域の第一号として指定。

⚫ 当該区域での試掘許可申請を受け付けた結果、石油資源開発（JAPEX）による試掘計画につい
て、地域の意見を聞くべく知事協議・公衆縦覧を実施していく。

＜苫小牧地域での計画概要＞

CO2回収
北海道電力
苫東厚真発電所

試掘井

＜凡例＞
緑線・・・CO2試掘井
※地上から海底下へ斜めに掘削
赤線で囲われた区域・・・特定区域

輸送・貯留
JAPEX

CO2回収
出光興産 北海道製油所

★ ★

特定区域

地理院地図をもとに作成
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CCS事業制度検討ワーキンググループ（仮称）の設置

⚫ CCS事業法の施行に向けては、安全かつ安定的に貯留事業・導管輸送事業を実施するために必要な事項である、

(1)モニタリング・漏えい防止措置、(2)閉鎖措置・事業廃止、(3)資金確保措置、(4)約款の約定等に関する詳

細の検討を進め、政省令等においてその具体的内容を明らかにする必要がある。

⚫ これらの検討を進めるため、カーボンマネジメント小委員会の下に、地下構造などの専門家から構成される「CCS事

業制度検討ワーキンググループ（仮称）」を新たに設置し、年内を目途に詳細な議論を行うこととしたい。

主な論点（案）

① CO2の安定貯留

② モニタリング（貯留事業者/JOGMEC）

③ 漏えい防止措置

④ 貯留CO2濃度

⑤ 閉鎖措置

⑥ 事業廃止（JOGMECへの移管）

⑦ 引当金等・拠出金

⑧ 約款（貯留事業/導管輸送事業） 等
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（参考）CCS事業法における保安規制の検討状況について

⚫ CCS事業法における導管輸送事業・貯留事業の施行に向け、「二酸化炭素貯留事業等安全小委
員会」において、保安規制の詳細検討が進められているところ。

⚫ 具体的には、導管輸送事業の保安規制として、ガス事業法や高圧ガス保安法等を参考に、ハザード
の発生要因を踏まえた導管輸送工作物の技術基準について、対応の方向性を整理している状況。

⚫ 貯留事業については、貯留等工作物の技術基準のほか、リスクマネジメントの観点から、貯留事業者
が講ずべき保安措置の内容（貯留層におけるCO2の貯蔵）の検討を進めている状況。

⚫ 上記については、本年夏頃までに議論を進めていく予定。

＜保安規制の概要＞

第２回 二酸化炭素貯留事業等安全小委員会（2024年12月２日）資料より抜粋 第３回 二酸化炭素貯留事業等安全小委員会（2025年２月27日）資料より抜粋 
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２ー２．越境CO2輸送について
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越境CO2輸送に向けた取組・動向

• 海外には、枯渇油田ガス田をはじめとして、既に貯留先としての可能性が明らかになっている地域があること
から、海外でのCO2貯留は我が国のカーボンニュートラル達成に向けては有力な選択肢。

• 経済産業省は、アジア地域での越境CCSに向けて輸出国間で情報交換等の連携を進める観点から、シ
ンガポール貿易産業省と協力覚書を締結し、第２回AZEC閣僚会合（2024年8月）において公表。

• 石破総理大臣とマレーシア・アンワル首相の会談（2025年1月）において、協力分野の一つとして
CCSに言及。

【MOC/二カ国提携の概要】

CCSに関する二国間協力の促進に向けて、国境を越えたCCSのベストプラクティスや規範、
CCS技術に関する情報交換や、両国の大学・研究機関の協力の促進を行う。

【本協力の意義・狙い】

両国それぞれのCCS事業の展開に向けて、両国の知見や考え方を共有する。

シンガポール貿易産業省とのCCSに関する協力覚書（2024年8月）

【結果概要（外務省リリースから抜粋）】

また、両首脳は、エネルギー安全保障の確保と多様な道筋による脱炭素化に向けて、資
源・インフラ協力の推進を確認しました。具体的には、マレーシアからの今後のLNG安定供
給について確認するとともに、二酸化炭素回収・貯留（CCS）、アンモニア発電、送電線
分野での連携、海洋温度差発電、バイオマス分野の技術協力、そして水素、LNGなどの
協力を更に進めていくことを確認し、両首脳は、アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）
においても協力を一層強化していくことで一致しました。

石破総理大臣とマレーシア・アンワル首相の会談（2025年1月）

出典：外務省HP（写真提供：内閣広報室）



• 日時：2024年8月15日（於：タイ・バンコク＋オンライン）

• 第4回となる昨年度フォーラムは、日本以外で初開催。また、
アジア有数のエネルギー関連の展示会SETA (Sustainable 
Technology Asia) の枠組みにおいて開催し、アジアへのア
ウトリーチを強化。

• ①CCS事業の実現に向けた制度整備、②カーボンリサイクル
技術の社会実装に向けた技術開発、③各国の政策動向等
について議論を行った。

第4回アジアCCUSネットワークフォーラム

アジアCCUSネットワークフォーラムにおける対話の促進

⚫ 大規模なCO2貯留ポテンシャルが期待されるアジア全域でのCCUS活用に向けた国際的な産学
官プラットフォーム「アジアCCUSネットワーク」を経済産業省主導のもと、2021年に設立。アジ
ア・ゼロエミッション共同体（AZEC）とも連携し、知見共有や事業環境整備に取組む。

⚫ 本年度は9月にインドネシアで開催し、①輸出国間における情報共有により支援策の
協調を図ると同時に、②AZEC域内におけるCO2輸送・貯留ルールのハーモナイゼー
ションを図り域内でのCCS事業の推進を牽引することを目指し、アジアCCUSネット
ワークフォーラムにおいても、CO2輸出国と貯留国による多国間の対話を政府レベル
で開始する。

42
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（参考）ロンドン議定書2009年改正の受諾・暫定的適用について

⚫ ロンドン議定書において、廃棄物等を海洋投棄又は海洋における焼却のために輸出することは禁
止されているが、CCS目的のCO2を輸出するニーズの高まりを受け、2009年に海底下の地層への
処分目的のCO2であれば一定の条件下で輸出を行うことを可能とする改正が採択。

⚫ 我が国においても、実際にCCS目的でCO2輸出を行うプロジェクトの検討が進んでいることなどを
踏まえ、令和６年の通常国会にて、ロンドン議定書2009年改正の受諾について承認されたとこ
ろ。

⚫ 今後、関係省庁と連携の上、国内担保措置を講じた上で、当該改正の受諾及び暫定的適用の
宣言を想定している。

（※）ロンドン議定書2009年改正が効力を生ずるためには、締約国の３分の２（55か国中37か国）の受諾が必要であると
ころ、2009年改正の受諾国数は、現在、12か国のみであり未発効。他方、2019年に暫定的適用を可能とする締約国
会議決議が採択され、以後、9か国が暫定的適用を宣言。

第六条 廃棄物その他の物の輸出

１ 締約国は、投棄又は海洋における焼却のために廃棄物その他の物を他の国に輸出することを許可してはならない。

２ １の規定にかかわらず、附属書一の規定に基づく処分のための二酸化炭素を含んだガスの輸出については、関係国が協定を締結し、又は取決めを行っ

ていることを条件として、これを行うことができる。当該協定又は当該取決めには、次の事項を含める。当該協定を締結し、又は当該取決めを行っている締約

国は、機関にその旨を通報する。

２．１ 輸出国と受入国との間の許可を与える責任の確認及び配分であって、この議定書その他の適用可能な国際法に適合したもの

２．２ 非締約国に輸出する場合には、少なくともこの議定書と同等の規定（附属書二の規定に適合する許可の付与及び許可の条件に関する規定を

含む。）であって、当該協定又は当該取決めが、海洋環境を保護し、及び保全するためのこの議定書に基づく締約国の義務に違反しないことを確保する

ためのもの

【参考】ロンドン議定書第六条の規定（和訳） ※2009年改正の内容を反映した場合。現時点で改正は未発効で第1パラのみが有効。

カーボンマネジメント小委員会
（令和6年9月6日 第5回）資料を一部加工
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【参考】外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）（抄）
（輸出の許可等）

第四十八条 （略）
２ （略）
３ 経済産業大臣は、前二項に定める場合のほか、特定の種類の若しくは特定の地域を仕向地とする貨物を輸出しようとする者又

は特定の取引により貨物を輸出しようとする者に対し、国際収支の均衡の維持のため、外国貿易及び国民経済の健全な発展のため、
我が国が締結した条約その他の国際約束を誠実に履行するため、国際平和のための国際的な努力に我が国として寄与するため、
又は第十条第一項の閣議決定を実施するために必要な範囲内で、政令で定めるところにより、承認を受ける義務を課することがで
きる。

CCS目的のCO2輸出に係る法的措置について

【参考】輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）（抄）
（輸出の承認）

第二条 次の各号のいずれかに該当する貨物の輸出をしようとする者は、経済産業省令で定める手続に従い、経済産業大臣の承
認を受けなければならない。
 一 別表第二中欄に掲げる貨物の同表下欄に掲げる地域を仕向地とする輸出

   （略）

⚫ ロンドン議定書2009年改正を我が国が受諾するためには、国内担保措置として、我が国の法令において
CCS目的のCO2輸出に係る措置を講ずる必要がある。

⚫ 外国為替及び外国貿易法では、特定の種類の貨物を輸出しようとする者に対し、条約その他の国際約束を
誠実に履行するために必要な範囲内で、政令において承認を受ける義務を課すことができることから、輸出
貿易管理令（輸出令）によりロンドン議定書2009年改正の国内担保措置を講ずる方向で検討すること
としたい。

⚫ 具体的には、CCS目的のCO2を輸出令別表第２に追加し、経産大臣の輸出承認の対象とした上で、輸出
先との間でロンドン議定書と整合的な協定又は取決めが作成されているかどうか、輸出内容が当該協定又
は取決めに即しているかどうか等を審査するための承認基準等を整備する方向で検討することとしたい。

※ 具体的な措置については、外務省及び環境省とも調整



45

２ー３．CCSの技術開発・実証について
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CO2分離回収に関する技術開発

⚫ CCSの最初の工程となるCO2分離回収のコストは、排出ガスに含まれるCO2の濃度や圧力などによって異なり、
排出ガスの性状に応じて最適な分離回収方法を用いる必要があり、技術開発を支援。

⚫ 既に商用化されている化学吸収法と比較し、さらなるコスト低減を目指し、物理吸収法や固体吸収法など、
新たな回収方法の実証試験を実施中。また、分離膜などを活用した新たな回収方法についても検討行う。

⚫ 今後の課題として、大規模回収によるシステムの信頼性向上や吸収材等の耐久性確保による更なる低コス
ト化を追求していく必要がある。また、中小規模の排出設備に対する回収設備の最適化も検討が必要。

分離回収
技術

技術概要

化学
吸収法

• CO₂と液体との化学反応を利用し
て分離回収する方法。

物理
吸収法

• 圧力差を利用し、CO₂を液体中に
溶解させて分離回収する方法。吸
収能は液体に対するCO₂の溶解度
に依存。

固体
吸収法

• 固体吸収材によるCO₂分離回収
技術。

• アミン等を含浸させた多孔質材（低
温分離用）や、CO₂吸収能のある
固体剤（高温分離用）に吸収さ
せる。

膜分離法
• 分離機能を持つ薄膜を利用し、そ
の透過性・選択性を利用して混合
ガスの中からCO₂を分離する方法。

主なCO2分離回収方法

大崎クールジェン：IGCC（物理吸収法）
⚫ 高圧で高濃度のCO₂を含む排出ガスを分離回収することで、

商用機レベルで分離回収コスト2,000円台/ｔ-CO₂を目
指す。

⚫ ブルー水素製造時の効率的なCO₂回収にもつながる技術。
⚫ 課題となる稼働状況に応じたシステムの最適化と長期連続

試験を継続的に実証を続け、技術的確立を図る。

舞鶴火力発電所（固体吸収法）
⚫ 2024年3月に実証試験を開始。固体吸収法の技術確立

及び商用機レベルでの分離回収コスト2,000円台/ｔ-CO₂
を目指す。

⚫ 最適な吸収材の開発等を進めることで、LNG火力にも適用
可能性がある技術。

⚫ 課題は、プラントの安定性・信頼性向上と吸収材の耐久性
確保。今年度、長期運転試験を実施。

現在商業化されている化学吸収法による分離回収コスト
4,000円台/ｔ-CO₂



LCO2船舶輸送バリューチェーン共通化協議会

⚫ CCSを目的とした液化CO2（LCO2）の船舶輸送については、①輸送コストの低減、②払出・受入の柔軟
性の確保、③造船や舶用機器のサプライチェーン構築の観点から、一定の仕様共通化を図ることが重要。
特に、輸送するLCO2の条件や荷役設備の仕様を共通化・効率化し、荷役時間の短縮を図ることで、輸送
コストを大幅に低減させることができる。

⚫ このことから、「LCO2船舶輸送バリューチェーン共通化協議会」をJOGMECに新設し、先進的CCS事業の
各プロジェクトや越境輸送の検討における活用を目的とするガイドラインを作成。

⚫ 「LCO2船舶輸送バリューチェーン共通化協議会」では、今後の課題として更なる輸送コストの低減のための
高流速化や、安定した輸送のためのLCO2の純度・不純物の基準値、影響についての検討が必要とされてい
る。
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共通化協議会の検討範囲共通化に向けた今後の継続課題

● 荷役設備（流速、マニホールド、ローディングアーム）
  → 荷役事流速を国内実証で確認されている数値よりも大き

い流速が許容されるか、実現可能性追求が必要。
→ また、高流量荷役に向けて荷役マニホールド・ローディング

アームの口径・条数・配置などの仕様検討を継続。
● LCO2の性状（純度・不純物）
→ LCO2の純度・不純物について、具体的な基準値の設定について、

バリューチェーン全体を考慮した検討を継続。
→ 腐食や環境・人体等に影響が懸念される不純物種類とその濃度に

ついて、海外の検討状況を踏まえ検討を継続。



2021～2023 2024 2025 2026 2027

液化CO2船舶輸送技術の確立

⚫ 排出源から貯留適地までが長距離の場合、大容量の液化CO2を船舶で輸送することがコスト低減には不可
欠だが、現状、この船舶輸送技術は確立していない。

⚫ 液化CO2の船舶輸送における温度・圧力の管理やタンクの開発等の技術確立を目的として、世界初の低温・
低圧の液化CO2を船舶輸送する実証試験を行い、海象が温度・圧力に与える影響を評価する。

⚫ さらに、船舶のインターフェースにおける改善を図るため、高流速での荷役実証の実施を検討し、2027年度ま
でに液化CO2船舶輸送技術の確立を目指す。
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液化CO2輸送実証船「えくすくぅる」

液化CO2船舶輸送の技術課題 実証試験スケジュール

液化CO2の輸送形態とLNGの比較

● 液化CO2の輸送タンクの薄肉化・大型化
→ 低温・低圧の液化CO2を輸送可能とし、タンクを薄肉化・大型

化させることで、大量輸送によるコスト低減を図る必要がある。

● 低温・低圧CO2の輸送オペレーションの確立
→ 低温・低圧の液化CO2（-50~-40℃、6~8気圧程度）は、

温度・圧力の変動で容易にドライアイス化し、荷役が困難になる
ことから、温度・圧力を一定の範囲にコントロールすることが必要。

→ この温度・圧力の運用範囲は、LNGやLPGよりも狭く、精密な
制御や設備設計が必要となる。

実証準備 運航実証試験、データ取得・分析

● 液化CO2輸送実証船「えくすくぅる」竣工（2023年11月）
● Truck to Shipによる荷役・輸送実施（2024年7月）
● 苫小牧・舞鶴陸上基地完成（2024年11月）
● 苫小牧・舞鶴間輸送実証試験開始（2024年12月）

液化CO2 （参考）
LNG低温・低圧 中温・中圧 常温・昇圧

温度 -50～-40℃ -30℃～ｰ25℃ ０～10℃ -163℃

圧力 0.6～0.8MPa 1.5～1.8MPa 3.4～4.5MPa
常圧

（約0.1MPa）

液密度 温度・圧力により変動 0.43～0.47 t/m3

積載量 20,000㎥～ 7,500㎥～ 7,500㎥～
（大型の場合:一例）

150,000～170,000㎥



国内の貯留適地の調査

⚫ これまでの国の調査において、CO2の貯留に適した地層（貯留層）を11地点で計160億トン
分あると推定。これらの貯留層について、当面は民間事業者による経済性等の分析・評価が行
われ、試掘等の開発行為につながることが期待される。

⚫ 一方で、貯留量を推定するために必要な詳細データには、地域偏在性がある他、CO2排出源と
の距離が近く輸送コストの低減を期待できる沿岸地域のデータは乏しく、これらの地域における
データ取得、評価を実施していくことで、更なるポテンシャルを追求する。

【貯留地の開発フロー】
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貯留適地調査 CCS事業化

11地点 計160億トン（推計）

カーボンマネジメント小委員会
（令和6年9月6日 第5回）資料より抜粋
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CO2貯留・モニタリング技術の研究開発

⚫ CCSの事業化に当たっては、 CO2貯留に関するリスク低減やCCSの経済性向上が課題であることから、貯
留・モニタリング技術の技術開発により、安全性を担保しつつ、低コストかつ実用規模の安全管理技術の確立
を目指している。

⚫ 具体的には、光ファイバー計測技術や断層安定性監視技術の実証、 CO₂圧入井の最適配置の検討、大
規模貯留層の有効圧入・利用技術の実用化、坑井封鎖実用化試験などを国内外４カ所で実施。

⚫ DAS（音響）・DSS（ひずみ）・DTS（温度）を同時に連続
計測可能であり、貯留の安全性向上につながる技術。

⚫ マルチセンサー機能の実現によりモニタリングコストの低減が図られ
るほか、半永久的に使用することができるため設備費・保守費を
抑制可能。

＜米国ノースダコタ州での実証試験＞
・ 100万トンのCO2圧入を実施
・ 光ファイバーによる坑内計測・地表弾性波計測
 ⇒ 地層安定性監視技術確立
 ⇒ CO2挙動モニタリング技術確立、モニタリングコスト削減効果検証

ひずみ計測 DAS/VSP 自然地震観測

光ファイバー計測技術開発・実証 断層安定性監視技術開発・実証

⚫ 豪州Perth南部サイトにおいて、断層安定性監視技術開発を実
施。新規坑井を掘削し、深部地層の安定性評価（断層の再活
動性の評価）を実施予定。

⚫ 豪州Otwayサイトにおいて、浅部断層の漏洩監視技術開発を実
施。既存坑井に加えて新規坑井を掘削し、注水試験・注気試験
時に光ファイバーでひずみ計測を行うことで、破砕帯や廃坑からの
漏洩検知・監視技術の確立を目指す。

西オーストラリア州SW Hub実証サイト
ビクトリア州Otway
（日本RITE-豪州CSIRO LOI 締結、
 日本RITE-豪州CO2CRC MOU締結）
・断層安定性評価
・浅部断層漏えい監視技術
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２ー４．CCSの事業化支援について



6) マレー半島沖北部CCS

※ 提示のエリアはイメージであり、正確な位置
を示すものではありません。想定排出エリア

想定貯留エリア

パイプライン輸送

船舶輸送

東京湾
臨海エリア

マレーシアへ輸送・貯留 大洋州へ輸送・貯留

5) 九州西部沖CCS

3) 東新潟地域CCS

4) 首都圏CCS

2) 日本海側東北地方CCS
1) 苫小牧地域CCS

7) サラワク沖CCS 9) 大洋州CCS8) マレー半島沖南部CCS

マレーシアへ輸送・貯留 マレーシアへ輸送・貯留

＜先進的CCS事業で支援する貯留地とCO2排出者＞

⚫ これまで我が国で進めてきたCCS技術の蓄積を最大限活用し、横展開可能なビジネスモデルを確立すべく、2030年までのCCS
事業開始を目指した模範となる先進性のあるプロジェクトに対し、CO2の分離・回収から輸送、貯留までのバリューチェーン全体
を一体的に支援。
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先進的CCS事業について



CCS事業への支援措置の検討

⚫ カーボンマネジメント小委員会にて取りまとめた「CCS支援制度のたたき台」に沿って、本年２月より、同小委の
下に設置した「CCS事業の支援措置に関するWG」において、CCS事業への支援措置について検討。

⚫ 同WGにおいて、本年6月に、「中間整理 CCS事業（パイプライン案件）の支援措置の在り方について
（案）」を作成。

第1回 CCS事業の支援措置に関するワーキン
ググループ（2025年2月5日）資料
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第8回 カーボンマネジメント小委員会（2024年
12月18日）資料



長期脱炭素電源オークションへのCCS付火力の対象化

⚫ 脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度
（長期脱炭素電源オークション※ ）を、2023年度から開始。

※脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には固定費水準の容量収入を原則20年間得られることと
することで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

⚫ 次回の入札からCCS付火力を対象化する方向で、制度詳細設計の議論が進捗。
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第100回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス
事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度

検討作業部会（2025年2月26日）資料



液化CO2船舶輸送案件の課題と今後の進め方
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⚫ 国内パイプライン案件向けの支援措置については、「CCS事業の支援措置に関するWG」にて、中間整理案を作
成。（資料4参照。）

⚫ 船舶輸送は貯留地と排出地の最適な組み換えが可能な点が大きな特徴であり、将来的なCCSバリューチェーン
の拡張においても有用である一方で、船舶輸送案件は国内パイプライン案件と比して液化貯蔵・輸送等にかか
るコスト（特にランニングコスト）が高く、一層のコスト低減が必要。

⚫ そのため、具体的には、これまで実施してきたCO2貯留国や輸出国との対話、液化CO2船舶輸送技術実証や仕
様共通化の検討を引き続き進めるとともに、先進的CCS事業も活用しながら、船舶輸送効率化のための仕組み
づくりや、排出地域単位でのCO2集荷・集積（CO2回収源のクラスター化）を検討していく。

⚫ その上で、船舶輸送案件向けの支援措置については、これら取組や検討の基本的な方向性を踏まえた形で、検
討していくことしてはどうか。

安定的かつ効率的な液化CO2船舶輸送技術の確立（NEDO実証）（48頁）

液化CO2船の仕様共通化に向けた継続検討課題への対応（47頁）

排出地域単位での効率的なCO2集荷・集積に向けた検討

船舶輸送効率化に向けた仕組みづくり

越境CO2輸送に係る二国間対話・調整（41頁）

CO2輸出国間における支援措置の協調 船
舶
輸
送
案
件C

C
S

事
業
開
始船舶輸送案件向けの支援措置の検討

CO2輸出国間における情報共有（42頁）

先進的CCS事業
における検討

※ステージ２以降の検討は、事業者と政府の間での適切なリスク分担を踏まえて実施していく。

ステージ１ ステージ３ステージ２

2030年代初頭～

支援実施

最
終
投
資
決
定
（F

I
D

）



CCSによるCO2排出削減の整理について

⚫ CCSを実施した場合のCO2排出削減の取り扱いを明確化することが重要。

⚫ SHK制度におけるCCSのカウントルールについては、今年度の算定方法検討会で検討していく。

⚫ また、国際的な排出算定方法や製品単位の算定方法におけるCCSによるCO2排出削減の扱
いについて、今年度中に調査を行う。

（資料）環境省 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の概要 算定・報告・公表制度全体の流れ

＜SHK制度の概要＞
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